
貸   借   対   照   表

（２０１８年３月３１日現在）
会社名

資　   　産　   　の　   　部 負  債  及  び  純　資　産  の  部

科　　   　目 金      額 科　　   　目 金      額

（資産の部） 円 （負債の部） 円

  流  動  資  産 445,889,193   流  動  負  債 213,174,970

現 金 預 金 8,759,499 工 事 未 払 金 139,216,027

受 取 手 形 短 期 借 入 金

電 子 記 録 債 権 未 払 金 11,140,202

完成工事未収入金 239,144,098 未 払 費 用 2,405,201

未 成 工 事 支 出 金 17,989,980 未 払 法 人 税 等 22,095,500

短 期 貸 付 金 161,496,407 未 成 工 事 受 入 金 4,244,400

未 収 入 金 1,808,570 預 り 金 1,031,740

前 払 費 用 2,053,610 賞 与 引 当 金 32,046,000

繰 延 税 金 資 産 14,637,029 役 員 賞 与 引 当 金 995,900

負  債  合  計 213,174,970

  固  定  資  産 1,418,311 （純資産の部）

   有 形 固 定 資 産 699,034   株　主　資　本 234,132,534

   無 形 固 定 資 産 344,777 資 本 金 20,000,000

   長 期 保 証 金 374,500  　 利 益 剰 余 金 214,132,534

  利　益　準　備　金 5,000,000

その他利益剰余金 209,132,534

　　別 途 積 立 金 160,000,000

　　繰越利益剰余金 49,132,534

純　資　産  合  計 234,132,534

資    産    合    計 447,307,504 負  債  純　資　産  合  計 447,307,504

ＮＤＫ電設株式会社
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（４） リース取引の処理方法
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（１）

　普通株式 200 株

（２）

　配当金の総額

　　１株当たり配当額

　増加する剰余金の項目とその額

　　別途積立金

　減少する剰余金の項目とその額

　　繰越利益剰余金

　基　準　日
　効力発生日

役員賞与引当金は、役員に支給する賞与に備えるため、当事業年度に対応する支給見込額を計上しており
ます。

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約について
は工事進行基準（工事進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事契約については工事完成基準を適
用しております。なお、工事進行基準による完成工事高はありません。

１．重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法については、その他有価証券で時価のあるものは期末日の市場価格等に
基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）により評
価しております

有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法は、定額法により行っております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る会計処理によっております
が、個々のリース資産に重要性が乏しい場合は、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま
す。なお、リース取引開始日が２００８年３月３１日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。

個別注記表

たな卸資産の評価基準および評価方法について、未成工事支出金は、個別法による原価法により行ってお
ります。

減価償却の方法

無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法は、定額法により行っております。

賞与引当金は、従業員に支給する賞与に備えるため、当事業年度に対応する支給見込額を計上しておりま
す。

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」
（実務対応報告第32号 平成28年6月17日）を当事業年度に適用し、平成28年4月1日以降に取得する建物附
属設備および構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

３．株主資本等変動計算書に関する事項
当事業年度末における発行株式数

　なお、この変更による当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありませ
ん。

２．会計方針の変更

20,000,000円

2018年03月31日
2018年06月20日

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

　2018年6月19日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

15,200,000円

76,000円

20,000,000円


